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1　はじめに
　周知のように、複式簿記にもとづく西洋式会計技術は、明治維新前後においてわが国にも
たらされた近代化、すなわち、西洋化を象徴する文明の 1 つである。しかしその移転と社会
普及を注意深く観察すると、異なる性格の 2 つの側面を識別することが可能となる 1。その 1
つは西洋の技術や社会制度の移転に付随して導入された技術としての西洋式会計である。具
体的にいえば、香港の英国造幣局の鋳造機械や技師らともに移入された大坂造幣寮における
会計実践、あるいはアメリカの国法銀行に範をとって設立された第一国立銀行における会計
実践 2 などである。西洋式会計の社会普及に関するいま 1 つの側面は、それが近代的な西洋
文明や思想を象徴する知識として啓蒙的に紹介されたものであるということである。福澤諭
吉が翻訳 ･ 出版した『帳合之法』は、『西洋事情』や『学問のすゝめ』と同じような啓蒙書と
してとらえる必要がある。
　明治時代初期において西洋式の会計技術が実際の経営管理技法として採用されたのは、明
治新政府の主導によって設立された特殊な組織などが多く、すでに在来の記録計算技術を有
していた一般の商家などに普及していくには、いましばらくの時間がかかったとされる 3。だ
が他方では、『帳合之法』を筆頭に、西洋式会計技術に関する知識は「教育」を通じて社会的
にその浸透を深めていった。明治初期において、会計教育は一種の社会的ブームの様を呈し
〈論文〉
１ 　工藤栄一郎 ｢会計技術の知識化と社会化｣『産業経理』第 71 巻第 2 号、2011 年、76 － 88 頁、Kudo, 
E. and H. Okano “Japan: Part One; Unitil the 1930 s,” in Previts, G., P. Walton and P. Wolnizer eds, 
A Global History of Accounting,　Financial Reporting and Public Policy: Asia and Oceania, Bingley, 2011 , pp. 171 -
185、などを参照。
２ 　第一国立銀行の設立とそこにおける会計システムとして西洋式の複式簿記導入の背後には渋沢栄一
がいた。
３ 　西川登「日本産業の近代化と簿記－洋式簿記法の導入と在来簿記法－」『日本簿記学会年報』第 19
号、2004 年、38 － 43 頁などを参照。
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ていたという。
　このように、わが国において、西洋式会計は、実践される技術としてというよりも、むし
ろ、知識としてまず社会のなかにその地位を確立していくこととなる。ここでは、そのよう
になるための社会装置として「学校」と「教科書」に着目したい。辻本によれば、「近代とい
うのは、国家が国民を教育する時代」であり、「学校が伝えているのは『近代の知』である」4
という。そこにおいて知識の伝達媒体となるのはいうまでもなく教科書である。教科書は
「知の商品化」を促進させる手段であり 5、また、近代的意味における教科書に記述される知
識の内容は「国家によって編成された『知の体系』」6 である「カリキュラム」によって具体
化されまた規定される。わが国の（簿記）7 会計教育にとって、最初に国家的なカリキュラム
として策定されたのは、中等教育課程を対象とした「甲種商業学校簿記算術教授要目」であ
る。この教授要目でもって、会計教育の制度化がはじまったといえる。
　本稿の目的は会計教育の制度化の契機としての「教授要目」それ自体の意義を明らかにす
ることである。
　2　商業教育制度の展開
　　（1）　商業教育制度のはじまり
　福澤の啓蒙活動 8 が実を結ぶかのように、明治初期のある一時期において、商業教育をは
じめとして「実学教育」は活発な状況をみせる。しかし、明治 20 年頃には、商人にとって学
校教育は必要でないという理由で、その勢いは一時的に大きく衰退する 9。しかしそのような
状況においてさえ、会計に関する教育はいっこうに熱を冷ますことなく増加していったとい
う 10。だが、このような会計教育ブームを支えたのは、国家によって整備された公的な教育
制度ではなく、民間によって設置されたいわゆる「簿記学校」である。つまり、明治期前半
までの簿記教育は制度化された「学校」ではなく、制度外の教育機関において実施されてい
４　辻本雅史 [ 編 ]『知の伝達メディアの歴史研究－教育史像の再構築－』思文閣出版、2010 年、3 頁。
５ 　Burke, P., A Social History of Knowledge: from Gutenberg to Diderot, Oxford, 2001 ,（井山弘幸 ･ 木戸淳 [ 訳 ]
『知識の社会史』新曜社、2004 年）。
６　前掲、辻本『知の伝達メディアの歴史研究』、4 頁。
７ 　こんにちにおいて、「簿記」と「会計」は教科として高校ならびに大学において識別されているけれ
ども、明治中期まではその区別は曖昧である。言い換えるなら、簿記は会計であり、会計は簿記とほ
ぼ同義であった。
８ 　明治5年から明治9年にわたって17分冊で刊行された『学問のすゝめ』において、その最初の部分に、
「･･･ もっぱら勤むべきは人間普通日用に近き実学なり」と論述していることなどからも、一般庶民が
自立する上で必要な知識や技術を教育によって身につけることの意義を強調している。
９　天野郁夫『学歴の社会史－教育日本の近代－』平凡社、2005 年、217 － 219 頁。
10 　明治期前半の東京において簿記学校の存在を調査した西川孝次郎『日本簿記史談』（同文舘 1971 年）
によれば、明治 13 年においては 26 の簿記学校が、約 10 年後の明治 23 年には 47 校へとその数を飛躍
的に増加させている。
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たことに注意しなければならない 11。
　それでは、制度化された商業教育、すなわち、明治政府によって構築された枠組みにおけ
る商業教育の展開過程を確認していこう。すでによく知られてはいるが、わが国の近代的な
教育制度は明治 5 年の「学制」によってその歴史の幕は開けられる。しかし、ここで実際に
機能したのは初等教育と高等教育であって、中等レベルの教育、とりわけて、商業教育に関
する制度的実効性についてはあまり成果がみられない。実質的な商業教育制度の始まりは、
明治 17 年 1 月の「商業学校通則」からである。この「通則」の下で設置された商業学校は、
カリキュラムを含む教育内容を欧米のものをモデルとしたものであった。したがって、日本
の商家にとって、その子弟にふさわしいと思われる教育 12 と必ずしも合致したものではな
かった。
　　（2）甲種商業学校
　文部大臣 ･ 井上毅の実業教育の重要性に対する自覚を反映して、明治 27 年 6 月に「実業教
育国庫補助法」が出されることで財政的支援を受けて、わが国の実業教育の展開が促進され、
さらに明治 32 年 2 月の「実業学校令」の施行によって農業・工業・商業の各中等教育課程の
制度的確立が果たされた。
　「実業学校令」によって、産業振興を実現するために実質ある実業教育の重要性を自覚す
る政府と、自分の子供たちに対して適切な中等教育を与えたいと希望する比較的裕福な社会
階層の潜在的な要求とが一致していくこととなる。この法令の下で、商業に関しては「商業
学校規程」が定められ、これにより甲種と乙種の 2 種類の商業学校が設置された。これらは、
修業年限および教育水準などの規格が統一されており、その意味からも、本格的に制度化さ
れた商業教育課程であるといえる。
　具体的には、甲種商業学校の場合、修業年限は 3 年間、入学資格は 14 歳以上の高等小学
校卒業以上である。これに対して乙種商業学校は、地域の状況に応じて多様な商業実務者を
養成するための機関であり、甲種に比べると低水準に位置づけられるものである。制度設計
の目的からいうと、甲種商業学校が高等教育機関への接続の可能性を有しているのに対して、
乙種はその修了者がそれ以上の教育課程への進学を想定したものとはなっていない。つま
り、甲種商業学校は「普通」中学と同等の中等学校として制度的位置づけを有したものであ
11 　藤井康之「簿記関係各種学校の変容」、土方苑子［編］『各種学校の歴史的研究－明治東京 ･ 私立学
校の原風景－』東京大学出版会、2008 年、175 － 198 頁。
12 　前掲の天野『学歴の社会史』によれば、当時の商人にとって、自分の子弟に対して授けたいと思う
教育は、商業関連の技術習得に偏したものではなく、将来経営をする立場になる者にとって必要な全
人格的な涵養を指向するものであったという。
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る。また、設置された学科目が、修身 ･ 読書 ･ 習字 ･ 作文 ･ 数学 ･ 地理 ･ 歴史 ･ 外国語 ･ 経
済 ･ 法規 ･ 簿記 ･ 商品 ･ 商事要項 ･ 商業実践 ･ 体操、であることからもわかるように、「普通」
中学で開設されている一般的な学科目に商業関連科目を加えたかたちでカリキュラムが構成
されている。
　つまり、甲種商業学校とは、商業関連の技術習得というよりも、むしろ、商人（経営者）
として必要な人格の形成や教養の涵養を志向した教育機関であると特性づけられるのである。
商家の経営者となるべき人物として、彼らに中等程度の教育は授けたいが、上級学校への進
学を前提とする「普通」中学へ進むと家業を継がなくなるというおそれを抱く親としての商
人たちの要望と不安をうまく均衡させた教育機関がこの水準の商業学校なのである。すなわ
ち、甲種商業学校は商人になるべき者たちにとっての完成教育の場として機能したのである。
事実、明治 43 年の調査によれば、全国の商業学校卒業者進路をみると、「自家営業」が 37 %、
「商店」への就職が 18 %、「銀行会社」への就職が 15 % となっている 13 ということからも、
「商業学校は何よりも、商業における自家営業主層の再生産の場」14 であったといえる。その
結果、甲種商業学校はその制度的確立以降、学校数も生徒数も増加していくこととなる（図
表 1）。
【図表 1】甲種商業学校の学校数 ･ 生徒数の変化（明治 32 ～ 45 年）
（出所 :『文部省年報』より作成）
13　国立教育研究所 [ 編 ]『日本近代教育百年史 九 産業教育（１）』国立教育研究所、1973 年。
14　前掲、天野郁夫『学歴の社会史』、223 頁。
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　　（3）会計教育内容の標準化
　上述のように、わが国の近代における商業教育は甲種商業学校をもって学校制度としては
ひとまず確立した。本節では、教育内容、とりわけ、会計教育の内容の「制度化」について
検討していく。教育内容の制度化とは、すでに述べたように、国家によって立案されたカリ
キュラムの確立を意味している。会計に関していうと、それは、明治 43 年に公表された「甲
種商業学校簿記算術教授要目」（「教授要目」）によるのが最初である（資料 1）。本「教授
要目」は、「文部省ニ於テ曩ニ委員ヲ嘱託シ甲種商業学校ニ於テ課スヘキ簿記、商業算術教授
要目ノ取調ヲ為サシメタルニ左ノ通報告セリ」と同年 5 月 6 日の官報において、その内容が
「彙報」欄の「学事」に掲載されている。中等教育レベルに限ってではあるが、これによって
（簿記）会計の教育内容ははじめて標準化 ･ 定式化されたことになる 15。「教授要目」の立案
はその公表の数年前から企画されており、明治 41 年にはすでに原案が作成されていたようで
ある 16。それ以前においては、甲種商業学校が成立する以前はもちろん、成立したあとでさ
え、地域や個々の学校によって教えられる簿記教育の内容や水準はまちまちであったという
ことが推察できる。つまり、「教授要目」は簿記に関する国家的な教育の枠組みを具現したも
のであり、これをもって、より正確にいうなら「教授要目」に準拠して簿記の教科書が執筆
され、それに従った簿記教育が実践されることをもって、わが国における近代的な簿記教育
制度が成立したといってよい。
15 　商業学校だけでなく、実業学校令の下に開設されている甲種程度の学校のすべての科目について個
別の「教授要目」が定められたわけではない。この範疇の学校の学科目に対しては簿記以外には「修
身」（明治 44 年文部省訓令第 16 号）があるだけである。
16 　簿記学研究会『簿記世界』第10巻第7号、1908年。なお、「教授要目」の策定に関わったメンバーは、
関一（社会政策学者・東京高等商業学校教授）、佐野善作（会計学者・東京高等商業学校教授）、下野
直太郎（会計学者・東京高等商業学校教授）ら 5 名である。
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【資料 1】甲種商業学校簿記算術教授要目
　当然ながら、「教授要目」は簿記会計の教科書を執筆するにあたってのガイドラインとして
の役割を期待されるものである。「教授要目」以前と以後でどのような変化があったのかを
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確認するための一例として、鈴木孫彦と近藤英三の共著による教科書をみてみよう。彼らは
「教授要目」が提示される以前の明治 42 年に『新案商業簿記』（宝文館 1909 年）を、「教授要
目」以降の明治 44 年に『新案商業簿記提要』（宝文館 1911 年）を刊行している。これらを比
較すると、アプローチも内容の難易度もずいぶんと異なり、同一水準での学校での使用を想
定していた教科書とは思えないほどその内容が変化していることがわかる（資料 2）。
　【資料 2】「教授要目」公表依然と公表以降での同一著者による簿記教科書の変化
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　「教授要目」以前の教科書『新案商業簿記』では、複式簿記の説明からはじまり単式簿記に
ついては後段で触れてあるだけであるが、「教授要目」以後に刊行された『新案商業簿記提
要』では、「教授要目」と同じように、まず単式簿記についての解説があり、簡易な様式を用
いて会計記録の意義を理解させ、そのあと複式簿記について解説している。また、以前にお
いては説明されている取引の内容が以後のものに比べるとその難易度が高いものであること
がわかる。全般的にいって、「教授要目」以後に刊行された教科書の内容は、必ずしも完全に
「教授要目」に依拠しているとはいえないが、明らかに強く影響を受けたと思われる変更箇所
が多数見受けられる。
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17 　吉田良三は明治 11 年に高知県で生まれ、明治 34 年に高等商業学校（明治 35 年に「東京高等商業学
校」へ改称）を卒業している。明治 35 年に早稲田大学講師としてそのアカデミック ･ キャリアを出発
する。明治 39 年に早稲田大学教授となるが、大正 7 年に東京商科大学付属商学専門部教授 ･ 予科教授
となり、その後本科の教授となったあと、昭和 13 年には東京商科大学定年退職後中央大学教授となり、
昭和 19 年に没している。
　「教授要目」の影響を社会的に決定づけたのは、当時早稲田大学教授であった吉田良三 17 に
よる『甲種商業簿記教科書（上 ･ 中 ･ 下）』（同文舘 1910 年）の刊行である。
　吉田はわが国の明治期後半から昭和期前半にいたるまで会計教育において大きな影響を有
した。この間に残した業績の範囲は商業簿記の領域のみにとどまらず、工業簿記 ･ 原価計算
（その主著のみあげれば、『工業簿記教科書』同文舘 1918 年、『工業会計研究』森山書店 1930
年、『間接費の研究』森山書店 1936 年）、銀行簿記（主著のみ、『最新式近世銀行簿記』同文
舘 1914 年、『銀行簿記教科書』同文舘 1923 年）、会計学（主著のみ、『会計学』同文舘 1910
年）、会計監査（主著のみ、『会計監査』同文舘 1921 年）と多岐にわたり、またそれぞれの領
域での著作は多数にのぼる。
　吉田のもっとも重要な業績は商業簿記教育に関するものである。非常に多数の商業簿記関
連の教科書を執筆している。以下に吉田の代表的な商業簿記教科書を整理したが、中等教育
課程の前期と後期、それに高等教育課程と、学校制度の教育水準別にそれぞれ適用された簿
記教科書を著している（資料 3）。
【資料 3】教育水準別に整理した代表的な吉田良三の商業簿記教科書
　このように、中等以上のすべての教育課程において使用を想定した簿記書を著しているだ
けでなく、それらの多くが、長期にわたって版を重ねていった。これは吉田簿記書が社会に
中等教育課程前期
『簡易商業簿記教科書』同文舘 初版 1907 年（1931 年まで改訂増補）
対象 乙種商業学校 ･ 商業補習学校（年齢 13 － 15 歳）
中等教育課程後期
『甲種商業簿記教科書』（上 ･ 中 ･ 下）同文舘 初版 1911 年（1922 年まで改版重版）
その後、「上巻」の内容について後継版である『甲種商業簿記教科書』（上 ･ 下）とし
て出版。同文舘 初版 1923 年（1941 年の 5 訂版まで改版）
対象 甲種商業学校（年齢 15 － 17 歳）
高等教育課程
『最新式近世商業簿記』同文舘 初版 1914 年（2 回の改訂を経て 1930 年まで重版
その後、後継版『商業簿記提要』を出版。同文舘 初版 1934 年
対象 専門学校 ･ 高等商業学校 ･ 大学予科（年齢 17 － 19 歳）
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広く支持されていたことを明瞭に物語る証左である。つまり、吉田の貢献は、教科書製作を
通じた簿記教育制度の確立に関して高く評価されるべきである。事実、この時代においてわ
が国の簿記教育全般に関してこれほど広くかつ深く関与した者は他にはいない。吉田の簿
記書は「明治大正を通じての代表的なものであった」18 という。さらに、「甲種商業が全国
に四五百校くらいあったが、その八割までが氏の教科書を使っていた」19 ということからも、
吉田簿記書は少なくとも中等学校程度における簿記教科書のデファクト・スタンダードで
あったといってよいだろう 20。
　このように、吉田良三とその簿記書は、わが国の中等教育課程における簿記教育に多大な
影響を与えていたことが確信できる。ただし、ここまでの記述は、「教授要目」が設定される
以前のことであることに注意しなければならない。
　上述のように、吉田が著した簿記教科書は、とりわけ中等教育課程後期（甲種商業学校）
においてすでにわが国の実質的な標準となっていた。このような状況を背景としながら、明
治 43 年に国家的な簿記会計カリキュラムとして「教授要目」が現れたのである。以下では、
「教授要目」と吉田簿記書との相互関係について考察していく。
　　3　甲種商業簿記教科書が体現する制度性
　「教授要目」公表の 1 年後、の明治 44 年 2 月に、吉田は新しく『甲種商業簿記教科書』（以
下、『甲種』）（上巻）を刊行する。中巻は同年 9 月、下巻は同年 12 月と順を追って発刊され
る 21。吉田にとって、『甲種』は中等教育課程後期で使用することを前提として執筆したはじ
めての簿記教科書である。大学予科等での使用が想定された『最新商業簿記（学）』や中等
教育課程前期に位置する乙種商業学校や商業補習学校での使用が想定された『簡易商業簿記
教科書』とは、その内容や難易度の水準を異にするものである。
　吉田にとって新しい簿記教科書である『甲種』の内容規定に強く影響したのは、いうまで
もなく、「教授要目」である。『甲種』の冒頭（凡例）に、以下の記述がある。「本書は昨年五
月文部省告示を以て公布されたる簿記教授要目に準拠し専ら甲種商業学校簿記教科書用に充
つる目的にて編纂せしものなり」と。以下に『甲種』全 3 巻の目次を提示しよう（資料 4）。
18　太田哲三『会計学の四十年』中央経済社、1956 年、36 頁。
19　同上。
20 　だが、ここ（「甲種商業」）で使われていたとされる吉田の簿記書は『最新商業簿記』が多かった
とされる。しかし、『最新商業簿記（学）』（同文舘、初版 明治 37（1904）年）はもともと、早稲田大
学商科高等予科での教科書として執筆されたものであり、中等教育課程後期の教科書として使用する
ことを想定されたものではなかったと思われる。
21 　この発刊のタイミングは、学校において強化の進行に応じたものであると推察される。つまり、新
学期の始まる前に上巻が出され、その後、順次、中巻、下巻と続いたのであろう。
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【資料 4】吉田良三『甲種商業簿記教科書』目次
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　吉田『甲種』の目次と「教授要目」で提示された内容がほぼ一致していることが明らかで
ある。吉田自身によって本書が「教授要目」に準拠して編纂されたものであると言明してい
ることから当然のことではあるが、他方で、「教授要目」公表後に刊行され、しかも、甲種商
業学校での使用を前提とした他の簿記書のすべてが、吉田『甲種』ほど「教授要目」に準拠
した内容をとっているわけではないという事実もまた確認できる 22。
　つまり、吉田『甲種』は「教授要目」とその内容に極めて高い親和性をもっていることが
わかる。この事実は重要である。なぜなら、前述のように、吉田は日本の会計教育界におい
て、とくに使用される教科書の支配の度合いにおいて、圧倒的な影響を持つ人物である。そ
れが「教授要目」の公表後、それにほぼ完全に準拠した教科書を執筆したことで、この教科
書によって教えられる簿記会計教育の内容もまた「教授要目」の実効性を色濃く映すものと
なるからである。吉田の『甲種』が「教授要目」の内容を中等教育課程に普及するための媒
体（vehicle）となったのである。
　4　おわりに
　近代以降、会計の技術習得に対する社会的ニーズは増進し続け、そのための機関が社会の
中に急速に整備された。しかし、会計教育を担ったのは「簿記学校」と称される民間の各種
学校であり、公教育のなかでの会計教育の制度的整備にはいま少しの時間がかかった。中等
教育課程に属する商業学校としての甲種商業学校が設置されたのが明治 32 年のことであるが、
そこにおいては会計に関する国家的カリキュラムはなく、したがって、使用される教科書も
地域や学校によって多様であり会計教育の標準化は実現していない。明治 43 年に公表された
「教授要目」は、わが国で最初に会計教育の内容を標準化するために策定されたものであった。
　そして、本稿が設定した問題である「教授要目」それ自体の意義についてであるが、これ
によってはじめて、わが国の簿記会計の教科内容の制度的標準化の実現がはかられる契機と
なったことを明らかにした。「教授要目」は簿記会計教科に関する国家的カリキュラムである
が、これによって、実際の会計教育の内容を規定するには「教授要目」に準拠した教科書が
必要となる。その教科書は「教授要目」によって編成された簿記会計に関する国家規模での
知の体系を伝達する媒体である。「教授要目」にとって幸運だったのは、当時の日本の簿記会
計教育に多大な影響を有した吉田良三がほぼ完全に教授要目に従った教科書を刊行したこと
にある。「教授要目」に忠実に準拠して作成された吉田の『甲種商業簿記教科書』は、「教授
22 　たとえば、市川友三郎『最新商業簿記 中等教育』（宝文館 1911 年）や大石善四郎『実用商業簿記』
（博文館 1911 年）などは、吉田『甲種』と同様に、「教授要目」の後に刊行されたものであるが、とも
に「教授要目」への準拠の度合は吉田『甲種』と比べるとはるかに低いといわざるを得ない。
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要目」以前から吉田の簿記教科書（『最新商業簿記』など）を使用して授業をおこなってき
た全国の多くの甲種商業学校によって受け入れられたものと思われる。このように、制度化
された教育内容である「教授要目」が学校教育制度のなかで実効性を有することで、わが国
の会計教育においてその会計知識は標準化され浸透していくこととなったのである。
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The	First	Official	Curriculum	Guideline	for	
Accounting	in	Japan
and	Institutionalizing	Accounting	Education
Eiichiro	Kudo
 In the process for modernizing in Japan, bookkeeping or accounting spread as kowledge, 
not only a technology, through education system. This paper focuses on a “school” and 
a “textbook” as building blocks of social system. According to Tsujimoto ( 2010 ), "the 
modernization means that the nation provides education to the public", and “a school 
organized by the nation teaches modern knowledge". In this discourse, an official textbook 
is an expedient for transferring knowledge. Burke ( 2000 ) points out that a textbook is a 
means to promote the "commercialization of knowledge." The contents of the knowledge 
described in textbooks are embodied and restricted by the curriculum which is organized 
by the nation. In this regard, the process of socially spreading of accounting knowledge or 
the process of institutionalized in Japan of the Meiji era is unique. Particularly noteworthy 
in this process is secondary education for accounting. Koshu Shogyo Gakko Boki Sanjutsu 
Kyoju Yomoku (A Syllabus of Bookkeeping and Arithmetic for Commercial School) is 
the first official accounting curriculum established by the government, it was announced 
in May 1910 as the Ministry of Education Notification. This paper is to clarify the social 
and institutional background of bookkeeping and accounting education in Japan before 
establishing the Syllabus, and to verify the significance of the Syllabus, that is, the impact of 
that has brought to accounting education system.
